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はじめに 

全国通信制高等学校評価機構 理事長 森田裕介 

2021 年 1 月 26 日に、中央教育審議会から「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して

～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～(答申)」

が告示されました。この答申において、通信制高等学校には、多様な学習ニーズへの対応

と質保証が求められています。特に、通信教育実施計画の作成義務化，面接指導等実施施

設の教育環境の基準や少人数による面接指導を基幹とすべきことの明確化，教育活動等に

関する情報公開の義務化等による質保証の徹底、といった記述から、当機構が実施してい

る認証評価事業の重要性を窺い知ることができます。 

認証評価は、単に問題のある事案を指摘するだけではなく、専門家によるフィードバッ

クとコンサルテーションを含むものです。通信制高等学校の生徒数は増加傾向にあり、2020

年には 20万人を超えました。年々増加する生徒に対して、適切な面接指導、添削指導、試

験が実施されているのか、メディア授業による減免は適切に行われているか、第三者評価

を用いて質を確保することは急務となっています。しかしながら、認証評価に関わる専門

的な知見を有した実務者は少なく、実際の学校運営や、面接指導、添削指導などの効果的

な実施方法について適切な助言ができる人材の育成が求められているのです。 

本報告書は、以上で述べたような背景をもとに、第三者評価を活用した通信制高等学校

の教育の質の確保・向上を進めるための調査研究をまとめたものです。全国通信制高等学

校評価機構では、2021 年度以降の通信制高等学校の更なる発展に寄与するよう、また、通

信制高等学校を必要とする生徒の皆さんが安心して通信制高等学校を選択できるよう微力

ながら力を尽くしていく所存です。ただ、残念なことに、2020 年度は、Covid-19による感

染症のリスクが高まり、当初の事業計画が大幅に遅れるとともに、現地での調査等を十分

に行うことができませんでした。この点は、どうかご容赦いただきたく存じます。 

末筆ではありますが、本報告書の作成にあたり、事務局長の飯島篤氏をはじめ、担当者

の皆様には、ご多用の中にも関わらず多くの時間を割いていただきました。この紙面を借

りて厚く御礼を申し上げます。今後ともご高配を賜りますようよろしくお願い申し上げま

す。 
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Ⅰ 事業計画 

 

 1 団体名 特定非営利活動法人全国通信制高等学校評価機構 

 2 代表者職・氏名 理事長 森田裕介  

 3 事業名 「広域通信制高等学校における教育の質の確保のための研究開発事業」 

 4 調査研究課題名 「第三者評価を活用した通信制高等学校の教育の質の確保・向上に関する研究」 

 5 調査研究のねらい 

   中央教育審議会初等中等教育分科会高等学校教育部会、通信制高等学校の質の確保・向上に関する調査研

究協力者会議において、通信制高等学校における教育の質の確保にとって第三者評価を活用した改善活動

が必要でありその有効性も示されているが、広域通信制高等学校における第三者評価は法令上義務付けら

れていないため、実施している学校は少数に限られている。 

 そこで、本研究において、義務付けられていない第三者評価を普及拡大させる方策とともに実効ある改善

活動の在り方を提示し、広域通信制高校の教育の質の確保・向上を加速化させる。 

 6 調査研究の内容 

  (1) 調査研究の概要 

① 通信制高校におけるICTを活用した教育活動に関する調査研究 

② 第三者評価普及に係る諸課題に関する調査研究 

③ 第三者評価の実務を担当する実務者研修の在り方に関する調査研究 

④ 第三者評価結果を活用したPDCAの在り方に関する調査研究 

を行うことにより、ICT を活用した教育活動に係る事例集・評価項目の作成、広域通信制高等学校に対す

る第三者評価システムの普及拡大、第三者評価を活用した教育改善を通した広域通信制高等学校の教育の

質の確保・向上を加速化させる。 

  (2) 調査研究の具体的内容・実施方法及び効果測定の方法等 

   ① 通信制高校におけるICTを活用した教育活動に関する調査研究 

    本研究では、ICT を活用した先進的教育活動を実践している通信制高校の事例集を作成し、通信制高等

におけるICTの活用及び評価の視点等の提言を行う。 

   【調査研究内容】 

   ・ICTを活用したメディア視聴の在り方に関する調査研究 

   ・ICTを活用した面接指導、添削指導、学習管理に関する調査研究 

   ・ICTを活用した特別活動の在り方に関する調査研究 

   【研究方法・効果測定】 

   ・先進校に対するアンケート調査 

   ・抽出によるヒアリング（オンラインによるヒアリングも併用） 

   ・作成した事例集及び評価項目等に関するアンケート調査を活用した効果測定により提言をまとめる 

   【達成目標】 

   ・ICTを活用したメディア視聴など先進校が行っている教育活動に関する事例集の作成 
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   ・ICTを活用した教育活動に関する評価項目の提言 

② 第三者評価普及に係る諸課題に関する調査研究 

    本研究では、広域通信制高等学校において第三者評価の普及に関する諸課題を調査研究し、普及に向け

た課題と取組等を提言する。 

   【調査研究内容】 

    ・学校における第三者評価実施に係る諸課題に関する調査研究 

    ・所轄庁における第三者評価実施に係る諸課題に関する調査研究 

    ・普及に向けた提言 

   【研究方法・効果測定】 

    ・全国アンケート調査 

    ・抽出によるヒアリング（オンラインによるヒアリングも併用） 

    ・アンケート調査等を踏まえた普及策を実施し、実施検討校の増加数などを指標とした効果測定により

提言をまとめる 

   【達成目標】 

    ・第三者評価普及策に関する提言 

  ③ 第三者評価の実務を担当する実務者研修の在り方に関する調査研究 

【調査研究内容】 

    ・実務者研修に使用する「課題を含む学校運営」の事例に関する調査・分析 

    ・実務者研修に使用する「課題を含む教育課程」の事例に関する調査・分析 

    ・実務者研修に使用する「課題を含む生徒指導」の事例に関する調査・分析 

    ・実効性の高い実務者研修に向けた提言 

   【研究方法・効果測定】 

   ・各事例集の作成 

   ・研修者に対する事例集に関するアンケート調査 

    ・研修受講後の結果に基づくアンケート調査により研修の成果に係る効果を測定 

   【達成目標】 

    ・第三者評価実務者研修に係る教材及び研修方法に係る提言 

④ 第三者評価結果を活用したPDCAの在り方に関する調査研究 

   【調査研究内容】 

    ・第三者評価実施校における改善活動に係る調査研究 

    ・第三者評価結果を活用したコンサルティングを通してコンサルティングの在り方及びその有効性に係

る調査研究 

    ・上記を踏まえた第三者評価を活用したPDCAの在り方について提言 

   【研究方法・効果測定】 

    ・実施校に対するアンケート調査 

    ・抽出によるヒアリング（オンラインによるヒアリングも併用） 
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    ・コンサルティング実施後にけるアンケート調査 

    ・上記を踏まえた実施校に対する第三者評価を活用した改善活用事例集の有効性に係るアンケート調査

により効果測定を行う 

   【達成目標】 

    ・第三者評価を活用した教育改善事例集の作成 

（３） 調査研究計画  (令和2年度) 

     10月 各調査研究に関するアンケート作成 

     11月 アンケート実施・回収・分析、②に係る実務者研修の実施 (オンライン利用、以下同様)   

     12月 アンケート回収・分析、抽出によるヒアリングの実施、③に係るコンサルティングの実施 

      1月 抽出によるヒアリング、③に係るコンサルティングの実施 

      2月 提言内容の検討、提言に係るアンケート実施 

       3月 まとめと報告集の作成 

 7 事業・会計事務担当者 

  ・ 事業担当者     事務局長 ：  飯島 篤 

  ・ 会計事務担当者   会計事務担当 ：  川口敏彦 

 

  なお、コロナ禍の影響で、事例集作成を達成目標として掲げている調査研究においては、直接現地

に赴いてヒアリングすることができなかったため、当初予定していた事例集ではなく主な事例の紹介

に留まった。また、「第三者評価結果を活用した PDCA の在り方に関する研究調査」においては、現

地でのヒアリング及びコンサルティングによる調査が必要不可欠な要素であり、これらが全く実施で

きなかったことから調査研究そのものを見送らざるを得なかった。 

以上の理由により、本研究報告では、通信制高校におけるICTを活用した教育活動に関する調査研

究、第三者評価普及に係る諸課題に関する調査研究、第三者評価の実務を担当する実務者研修の在り

方に関する調査研究、に関する報告を行う。 
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Ⅱ 研究報告 

 
１ 通信制高校における ICTを活用した教育活動に関する調査研究 

 
(   

・ 255 校に依頼し、93 校からの回答を得た。 
・ 回答のあった 93 校のうち、ICT を活用した教育活動を行っているのは 75 校（80.6%）であった。 

 
① 面接指導について 

・ 面接指導に関しては、活用した教育活動を行っている学校のうち 49 校（65.3％）が面接指導用の

Webコンテンツを配信しており、回答のあった 26校のうち 16校が何らかの減免を行っていた（６

校は８割減免を行っていた）。 
・ 一方で、直接指導を大切にするという理由から、Web コンテンツの配信はやらないという学校も

26 校（34.7%）あった。 

 
➁ 添削指導について 

・ 75 校のうち、59 校（78.7%）が添削指導に ICT を活用した添削指導を行っていた。 
・ 自動採点については、回答のあった 16 校うち９校（56.3%）が行っている一方で、「指導」とい

う観点から導入しないという学校もあった。 

 
③ その他の活用について 

・ 面接指導・添削指導以外での活用については、①学校と生徒・保護者とのコミュニケーションツ

ール、②校務支援、に活用しているという学校が多かった。 
・ 一方で、生徒間のコミュニケーションツールとして活用している学校は少なかった。 

＜主な活用例＞ 
○ 自校で撮影した動画コンテンツを全教科・科目で配信している 
○ テキストベースではあるが、動画、演奏、必要なサイトへのリンク、など多くのデジタルコン

テンツを組み込んだコンテンツを配信している 
○ コンテンツと報告課題が連動する仕組みを取り入れ、学習意欲を喚起する工夫を取り入れてい

る 

＜主な活用例＞ 
○ AI を活用した個別最適化された課題を用いた添削指導を模索している 
○ 自動採点を活用することで教員による添削指導の質向上に取り組んでいる 
○ Web 上の添削指導用課題と Web コンテンツを連動させることにより学習効果を高めている 
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＜コメント＞ 
減免を行っている 16 校に視聴報告による成果確認の実施について聞いたところ、１校が実施して

いないという回答であった。 

設問９ 視聴報告を求めない理由はなんですか 
視聴報告を求めない１校から回答があり、「視聴履歴をＰＣで教員が確認でき、データとして報告

できる。」という回答があった。 

設問 10 減免を行わない理由はなぜですか 
減免を行っていない 10 校にその理由を聞いたところ、 
① コロナ禍の対応として急遽配信したため 
② 直接会っての指導を大切にしており、コンテンツは学習の補助として配信している 

といった回答が多かった。 
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③ 添削指導について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
  

＜コメント＞ 
ICT を活用した教育活動を行っている 75 校のうち、59 校（78.7%）が添削指導に ICT を活用して

おり、16 校（21.3%）が活用していなかった。（添削指導に活用していない 16 校のうち〇校が面接

指導にも活用していなかった。 

添削指導について（概要） 
ICT を活用した教育活動を行っている 75 校のうち 59 校が添削指導に ICT を活用している一方、

16 校が活用していない。 
生徒とのコミュニケーションの充実や添削教員間での情報共有などその利点を挙げる回答もある

一方で、ICT を添削指導で活用する上での課題として、①生徒への指導上の問題、②情報端末やネ

ットワークなどの環境上の問題、③教員のスキルの問題、をあげている回答も多くあり、自動添削

を含めた制度的な課題を指摘する回答もあった。 
ICT を活用した添削指導は、これから先避けて通ることのできないテーマであるため、制度的な

課題を含めて、ソフト・ハード両面での環境整備が急務となる。 
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設問 13 ICT を活用していない理由をお書きください 
57 件の回答 
 

ICT を添削指導に活用しない理由を自由記載方式で聞いたところ 
① レポートの代筆問題（本人確認ができない）、複写防止 
② 直接対面での指導を重要視している 
③ 学校及び生徒の環境が十分でない 

をあげている学校が多かったが、中には「所轄庁の指導で郵送による提出が原則であるとの指導を

受けている」や「制度的にどこまで許させるのか不透明だ」などという制度面の課題を指摘してい

る回答もあった。 

＜コメント＞ 
ICT を活用した添削指導を行っている学校に自動添削の活用について聞いたところ、16 校から回答

があり、うち９校（56.3%）が自動採点を行っており、７校（43.8%）が採用していないという回答

だった。 

設問 15 自動採点を活用する中で、添削指導を行う教員がどのような指導を行っているのか具体的

に記述をしてください。 
7 件の回答 
 

自動採点を導入している 16 校に対して、教員のかかわり方を聞いたところ７件の回答があり、 
① 論述（記述）課題に対しての指導 
② 理解が不十分な生徒への働きかけ 

などが多かった。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

 

 

 



16

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ その他 

設問 16 自動採点を行わない理由をお書きください。 
8 件の回答 
 

自動採点を導入していない７校に対して導入しない理由を聞いたところ、７件の回答があり、

「システム上の問題」をあげている回答が多かったが、「添削指導は『指導』であるため、教員免

許を持つ教員が行いその後の指導につなげる」といった自動採点が持つ根源的な課題を指摘してい

る回答もあった。 

設問 17 添削指導に関して ICT の具体的な活用方法を教えてください。 
16 件の回答 
 

ICT の具体的な活用法を聞いたところ、 
① 添削指導教員間の情報共有 
② レポート課題の送付 
③ 画像や添削済み回答の PDF 化などを活用した指導 

をあげている回答が多かった。 

設問 17 添削指導に関して ICT の具体的な活用方法を教えてください。 
16 件の回答 
 

ICT の具体的な活用法を聞いたところ、 
① 添削指導教員間の情報共有 
② レポート課題の送付 
③ 画像や添削済み回答の PDF 化などを活用した指導 

をあげている回答が多かった。 

設問 18 ICT を活用した添削指導を行う際、課題となることがあれば記述してください。 
66 件の回答 
 

ICT を添削指導に活用する上での課題を聞いたところ、 
① 記述問題の扱い、生徒の本人確認、コミュニケーション、など生徒への指導上の課題 
② 学校及び生徒の情報端末やネットワークなどの物理的な環境上の課題 
③ 教員のスキル 

をあげている回答が多かった 
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３ 第三者評価の実務を担当する実務者研修の在り方に関する調査研究 

 研究 的 

   学校評価の目的は、学校教育法では、教育活動や学校運営について評価しその結果に基づいて学校運営の

改善を図り、以て教育水準の向上を進めることにある、としている。そして、学校評価は、自己評価、学校

関係者評価、第三者評価の三段階で行い、このうちの第三者評価については、その学校に直接かかわりをも

たない専門家等の第三者が専門的・客観的（第三者的）立場から評価を行うものとしている。従って、通信

制高等学校の第三者評価を実施するに当たっては、通信制高等学校の教育システム等に熟知していることが

肝要である。しかし、通信制高等学校の運営に関しては学校教育法をはじめ教育関係法令で例外規定が多く

存在するため多様な内容で行われている。そこで、通信制高等学校の第三者評価を実施するに当たって実務

担当者を対象とした研修テキストが有用と考え、実践に効果的な「第三者評価実務者研修テキスト」につい

て調査研究を進める事とした。 

2  査 究の 囲 

    今回は、「通信制高等学校の質の確保・向上に関する調査研究協力者会議(まとめ)」で指摘された不適切事

項を参考に、『実務者研修に使用する「課題を含む教育課程」の事例に関する調査・分析」について通信制

教育の根幹とも言える「教員免許状の更新」と「面接指導時間の確保」を対象とした。 

  材 点 

   ① 教員免許状は適切に更新されていることの確認。                

➁ 登校型指導を実施している場合、面接指導と学習支援は明確に区別されていることの確認。  

 ③ 集中スクーリングを実施している場合、学習指導要領で規定されている面接指導時間数が確保されて 

いることの確認。 

 ④ 株式会社立通信制高等学校の場合、教育活動は全て構造改革特別区域内で行われていることの確認。 

 信 等学校 三者 実務者 修 指 等 料 

 《設問》 ※ (資料1)から(資料７)は、《設問》の後に掲載。 

① (資料1)の○○高等学校の「教職員名簿」から免許の更新時期を確認してください。 

   ⅰ 令和3年 (2021年) 1月末日を期限に、教員免許更新の申請をしなければならない人は誰ですか。ま

た、どこの都道府県の教育委員会に申請しますか。 

   ⅱ 講師９番のW先生の１回目の教員免許更新の申請期限は何年の1月末日ですか。 

➁ ○○高等学校では登校型コースで(資料３)の時間割に沿って学習指導が行われています。 

ⅰ この時間割によって行われている教育活動の法令的位置づけを考察してください。 

ⅱ 面接指導時間数を確保する観点から、○○高等学校への指摘事項を考察してください。 

  ③ ○○高等学校では多様なメディアの利用により面接指導時間数を6割減免しており、集中スクーリング

を年１回 (資料４)の時間割で実施しています。 

     教育課程表 (資料２)を基に、各科目の面接指導時間数は確保されているか確認してく ださい。 

④ 株式会社立□□高等学校の教務内規では、添削指導について(資料５)の記述があります。不適切な点が

あれば指摘してください。 
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①-ⅰ 教員免許更新の申請 

※ 免許状は、平成21年4月1日発行から新免許状、それ以前の発行は旧免許状である。新免許状

所持者は10年毎に更新講習を受講して更新申請することになっている。又、旧免許状の有効期限は、

所持者の生年月日によって区分され申請時期が決められている。    

・C教諭  C教諭の免許状は平成21年4月1日以前の発行だから旧免許状である。昭和40年9月21日

生まれなので、令和3年 (2021年) 1月末日までに更新講習を受講して更新申請する。 

・M教諭  M教諭の免許状は平成21年4月1日以後の発行だから新免許状である。有効期限が2021年(令

和3年) 3月31日の免許状は、10年前の2011年 (平成23年)発行の免許状である。 

   ・申請先は、二人とも勤務地が所在する東京都教育委員会である。              

①-ⅱ 旧免許状所持者が新制度になってから新たに教員免許状を取得した場合の更新 

    ※ この場合は、旧免許状所持者として教員免許状の更新をする。 

・W教諭  W教諭は、旧免許の「数学」を取得した後に、平成21年4月1日以降に「情報」の免許を取

得している。この場合は旧免許状所持者として、昭和61年8月31日生まれの区分により令

和2年１月31日が教員免許更新の申請期限となる。 

②-ⅰ この時間割は「面接指導」ではなく学習支援 (補習) の時間割と考えられる。 

②-ⅱ 学習指導要領に規定する「面接指導」としての実施日を確認する。又、学習支援 (補習)の時間と「面

接指導」の時間は明確に区別し、生徒に周知する必要がある。 

尚、1単位につき35単位時間を面接指導時間とすることは不適切である。 

 ➂ 「生物基礎」「化学基礎」「物理基礎」の面接指導数がそれぞれ1単位時間ずつ不足している。又、特別活

動の時間が不足している。尚、SHRの時間は特別活動ではない。   

④ 高等学校通信教育規程では通信教育の方法として「添削指導、面接指導、試験」を挙げている。従って、

添削指導も特区内で行われなければならない。非常勤講師の居住地が特区外の場合は法令違反となる。 

 実 者研 受講者の 想、 査 究の成果 

・教員免許状の更新では、文部科学省のHPを見ながら研修を進めたため多くの時間を要した。参考資料を

添付した方が良い。 

・集中スクーリングの面接指導時間数の確認では、30分程度で確認作業が終了した。適切な研修テキスト

の分量・内容です。 

   ・株式会社立の学校において、非常勤講師の自宅に報告課題を送る点については、不適切だと思うけど、

法令的根拠が分からなかった。 

   ・第三者評価を実施するにあたっては、改めて勉強する良い機会となった。 

 等の感想・意見が寄せられた。 

 これらの感想等により、第三者評価の実務を担当する人にとって研修テキストを用いた事前研修が実践に

入る準備として有効であることが確認できた。 
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( 料   通信制高等学校教務内規 

 

 教  務  内  規      

 

              △△株式会社立□□高等学校 

 

１ 添削指導、面接指導、試験  

(1)  添削指導 

①  各教科・科目および総合的学習の時間の添削指導回数は、高等学校学習指導要領の「通

信制の課程における教育課程の特例」に定める回数とする。 

➁  添削指導に用いる課題(以後、報告課題という)の作成は、各教科・科目毎に担当者の協  

議による統一課題とする。 

➂  報告課題は、生徒毎に受講登録された教科・科目について、原則として前年度の３月中

に各自宅へ郵送する。 

     生徒は、報告課題に取り組み、完成させた報告課題から順次提出する。 

ただし、科目毎に、計画的に提出するよう提出期限を設定する。 

④  非常勤講師には、教務部が報告課題を講師の自宅へ郵送する。講師は受け取った後、1  

週間以内に添削を終えて本校へ返送する。該当科目の専任の教諭は、点数を記録した後 1

週間以内に生徒の自宅へ届くよう返却する。ただし、郵送する際は簡易書留とする。 

(2)  面接指導  (略) 

(3)  試験    (略) 
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Ⅲ 今後の課題（提言）

３つの調査研究を通して、今後、第三者評価を活用した教育の質の確保・向上を加速化

させるために次のような取り組みが必要と考える。

 三

○ 学校評価アンケート調査によれば、第三者評価を実施しない理由として、制度的

に義務つけられていない、学校関係者評価をもって第三者評価と考える、などと

回答している学校が多くあったことから、文部科学省が発出している「学校評価

ガイドライン」に基づいた学校評価に関する基本的な考え方を再確認する。

○ 「学校評価ガイドライン」を具現化するためのシステムとして、学校運営に関す

る中期目標とそれを実現するための年度ごとの短期目標設定→短期目標に基づ

いた自己評価→自己評価に基づいた学校関係者評価→次年度短期目標の修正と

いう による改善システムと第三者評価を活用した改善システムの検証をパ

ッケージ化した学校評価システムを構築する。

○ 学校評価システムの導入の推進力とするために「高等学校通信教育の質の確保・

向上のためのガイドライン」を改訂する。

○ アンケートの結果、通信制高等学校の教育システムが分かりにくいとの意見があ

ったことから、所轄庁と連携した第三者評価実施のための仕組みをつくる。

○ また、高等学校通信制教育の第三者評価を実施できる人材の不足をあげている学

校が多くあったことから、第三者評価実施担当者育成のためのテキストや育成方

法の構築も急がれる（このためには、「第三者評価の実務を担当する実務者研修

の在り方に関する調査研究」の成果物の活用と充実が有効であると考える）。

 用

○ を活用した教育活動は、個別最適化された学習支援や連携施設における質の

高い教育活動に資することが期待できるため、第三者評価の評価項目として新た

に加える。

○ を活用した面接指導や添削指導の課題として制度上の不安や迷いをあげてい

る学校が一定数あったことから、これらに関する方向性を示すために「高等学校

通信教育の質の確保・向上のためのガイドライン」を改定する。

○ 令和４年度から始まる新学習指導要領で求められている探究活動において、生徒

間の議論や協働は必要不可欠な活動であることから、生徒間のコミュニケーショ

ンツールとして を活用する取り組みを進める。

○ やスタートアップとの連携により、 を活用した新たな学びの場を創出す

る。
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○ の活用については、先進的な取り組みを始めている学校もある中で、多くの

学校は手探り状態であることから、学校間での情報共有を活発化させるためのプ

ラットフォームを作り先進的な取り組みを広める。
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令和２年度

第三者評価を活用した通信制高等学校の
教育の質の確保 ・ 向上に関する研究

２０２１年３月１４日

３年次研究報告
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